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FANDDF 法人向け生成 AI 講義における
実務適用型指導方針の妥当性に関する探索的研究

―「判断カセット／業務カセット」方式の形成と複数業務への派生を通じた検討―
公開版論文 Version 1.1　｜　2026 年 9 月 4 日

藤 崇一郎　FANDDF

本公開版について

本稿は、研究正本 Version 1.1（46 頁、2026 年 9 月 3 日）を基に、研究目的、先行研究との関係、研究方法、主要結果、考察及び
結論を公開用に再構成したものである。研究正本及び一次証拠資料は非公開で保全している。詳細な判断軸抽出手順、判断カ
セットの完全フォーマット、コードブックの詳細判定規則、業務カセットへの変換仕様、証拠連鎖の詳細、講義原動画・AI 対話
ログ、企業固有の判断基準等は、クライアント情報保護、研究倫理、事業上のノウハウ及び知財検討の観点から Web 上では公開
していない。本公開版は、FANDDF の指導方法に研究上の裏付けが存在することを、第三者が確認できる範囲で公開したもので
ある。

要旨

本研究は、FANDDF が法人向け生成 AI 講義で採用する実務適用型指導方針について、企業固有の判断を外部化し、汎
用生成 AI を用いて複数業務へ再利用するという目的に対する実務上の妥当性を、二つの実務介入事例から探索的に検
討した。実務中の違和感、否定、修正、採否等を「判断痕跡」と捉え、そこから個別業務より上位の判断軸・評価軸等
を形成する基盤を「判断カセット」、それを個別業務へ落とした実行仕様を「業務カセット」と定義した。専門士業組
織 B では、複数講義の対話履歴から判断痕跡が確認され、第 5回講義では一つの対話履歴を経緯書化し、判断軸・評価
軸を抽出して本人が確認する操作が行われた。観光・飲食関連企業 A では、形成した経営判断基準書を上位判断基盤と
して、調理標準化と SNS選定という異質な業務へ適用し、非適用時と異なる生成結果及び利用者評価が得られた。二
事例は方法全体の独立反復ではないが、下位から上位への形成経路と、上位から下位への派生経路を相互補完的に示し
た。

キーワード：生成 AI、法人向け AI教育、判断痕跡、判断カセット、業務カセット、暗黙知、実務適用

1．研究背景・目的
企業実務で生成 AI を用いる際、一般的に正しそうな文章を生成できることと、その企業が長年形成してきた判断に
沿って業務を処理できることは同一ではない。業務ごとに独立したプロンプトや指示書を作成すると、企業方針、優先
順位、許容範囲、例外等が業務単位に分散する可能性がある。FANDDF の講義では、受講者の実務上の詰まりを題材と
し、AI 出力への違和感、否定、修正、採否等を保存し、その背後にある判断を言語化・構造化して他業務へ再利用する
指導を行ってきた。

Main RQ：FANDDF の実務適用型生成 AI 指導方針は、企業固有の判断を外部化し、生成 AI を用いて複数業務へ再利用
するという目的に対して、実務上妥当な方法といえるか。

・RQ1：どのような観測可能な判断痕跡から、個別業務より上位に位置する判断要素を抽出・形成できるか。

・RQ2：一つの判断カセットから、性質の異なる複数の業務カセットを、どのような条件で派生できるか。

・RQ3：判断カセット適用時と非適用時とで、生成結果及び利用者評価にどのような差が観察されるか。

・RQ4：形成・派生・実行の各段階で、どのような失敗及び人間介入条件が現れるか。

2．先行研究との関係と本研究の位置付け
本研究は「専門家の判断を抽出すること」自体を新規性とはしない。Cognitive Task Analysis（CTA）やCritical 
Decision Method（CDM）は、専門家の知識、手掛かり、方略、意思決定過程を抽出する方法を既に確立している[3]
[4]。CommonKADSやDMN は、組織知識や意思決定を構造化し、再利用可能なモデルへ変換する体系である[6][7]。
また、2025～2026 年のHuman-AI Interaction 研究では、ThinkFlow、ClearFairy、Context-Mediated Domain 
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Adaptation 等が、会話、作業、修正履歴から認知ワークフローや判断理由、暗黙的なドメイン仕様を抽出し、後続 AI
へ再利用する方向を示している[9][10][11]。

比較対象 主な対象 FANDDF との共通点 本研究で着目する差異

CTA / CDM 専門家の認知・判断過程 結論の背後にある判断を抽出
実務対話中の違和感・修正等を判
断痕跡として扱い、本人照合後に
上位基盤化

CommonKADS / DMN 組織知識・意思決定モデル 判断を構造化し再利用
明示済みルールの記述より前段に
ある、未言語化判断の抽出過程を
重視

ThinkFlow / ClearFairy 等 会話・作業・修正履歴
思考・判断理由を捕捉し AI へ再利
用

個別タスク／ワークフローを超
え、複数業務を派生できる上位判
断基盤を形成

FANDDF 方式 実務中の判断痕跡 AI を言語化・構造化に利用
本人照合→判断カセット→複数業
務カセット→汎用 AI 実行→再修正
の循環

公開学術研究・標準・企業実装を確認した範囲では、上記の各要素に部分的・強く近接する研究は存在する。一方、実
務中の判断痕跡を観測し、AI に仮説を提示させ、本人照合を経て上位判断基盤へ抽象化し、その基盤から性質の異なる
複数業務仕様を派生させ、汎用生成 AI へ適用し、新たな修正を再び痕跡として戻す一連の統合方式に直接対応する先
行方式は確認できなかった。ただし、これは 2026 年 9 月時点の公開資料調査における非発見であり、絶対不存在を意
味しない。

3．概念モデルと研究方法

3.1　 主要概念
判断痕跡：実務者が何らかの評価・選択・境界設定を行ったことを示し、録画、文字起こし、AI 画面、成果物又は修正
差分によって事後確認できる発言又は行為。例として、違和感、否定、修正、採否、優先順位変更、例外提示、指定外
変更の検出等を含む。

判断カセット：企業方針・部署の役割を前提に、部署・担当者が用いる判断軸、評価軸、価値基準、優先順位、重み付
け、判断境界等を構造化した、個別業務より上位の判断基盤。

業務カセット：判断カセットに、個別業務の目的、対象、入力、前提条件、制約、実行手順、出力形式、確認項目、終
了条件等を結合した実行仕様。

公開版で示す概念構造

個別業務で生じる判断痕跡 → AI による言語化仮説 → 本人照合 → 判断カセット（上位判断基盤） → 業務固有条件との結合 → 複
数の業務カセット → 汎用生成 AI による実行 → 人間による確認・修正 → 新たな判断痕跡

3.2　 研究設計と証拠保全
研究デザインは、研究実施者によるファシリテーションを伴う実務介入記録を対象とした、回顧的・探索的な埋め込み
型複数事例研究である。事例 A は観光・飲食関連企業、事例 B は専門士業組織であり、各講義回、AI 対話、修正場面
及び成果物を事例内部の分析単位とした。研究正本で用いた証拠群は、動画 8本、文字起こし 7件、録画代替 PDF1
件、管理資料 4件の計 20 ファイルである。原ファイル名を保持した保全コピーを作成し、コピー元との SHA-256照合
を実施した。

原動画、実名入り文字起こし、AI 対話ログ、企業固有の判断基準、匿名化対応表等は Web 上では公開していない。公
開版は仮名化した研究結果のみを示す。
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4．二つの実務事例

4.1　 事例 B：判断痕跡から上位判断基盤を形成する経路
専門士業組織 B では、第 2回から第 5回までの連続講義において、ライティング、専門資料作成、アイデア形成、情報
処理を扱った。背景・目的が不足すると一般的な出力になり、情報を具体化すると利用者が「なぜ必要なのかまで出て
いる」と評価する変化が確認された。専門資料作成では、法的断定の修正、不要項目の削除、日本語確定後に翻訳する
工程順序等が判断痕跡として現れた。また、二箇所だけを修正する指示に対して AI が十箇所以上を指定外変更してい
たことが差分分析で検出され、「修正箇所以外を変えない」という禁止条件が明確化された。

第 5回講義では、一つの AI 対話履歴を経緯書として構造化した後、「何を重視し、何を判断軸・評価軸としている
か」を AI に分析させ、抽出結果を本人が確認する操作が実施された。さらに、その判断軸・評価軸を最上位の考え方
として顧客対応、契約書作成、メール返信等へ利用できるかが検討された。本事例は、判断痕跡→経緯書化→上位判断
要素の抽出→本人確認という形成経路の実務上の成立可能性を示した。

4.2　 事例 A：上位判断基盤から複数業務へ派生する経路
観光・飲食関連企業 A では、複数回の講義を通じて経営判断基準書を形成した。その後、基準書の一部に対する利用者
の違和感を AI に説明させ、本人の認識と照合して修正した上で、同一の経営判断基準書を調理標準化と SNS選定とい
う性質の異なる業務へ適用した。

業務 判断カセット非適用 判断カセット適用 観察された差・利用者評価

調理標準化
一般的なとんかつレシピ。利用者
から「必要ないことまで書いてい
る」等の評価

経営判断基準書を反映した標準化
案

利用者は適用版を「かなり近い」
「圧倒的に良い」と評価。人間修
正量は定量未測定

SNS選定
一般条件のみでは Instagram＋
Google マップを推奨

経営判断基準書を反映すると LINE
公式を軸、Instagramを補助とす
る提案

適用時の提案が、当該企業が過去
に行っていた LINE運用と整合

この比較は、同一モデル・同一入力条件を完全に統制した実験ではなく、利用者も適用条件を認識しているため、判断
カセットの因果効果を証明するものではない。一方、一つの上位判断基盤から異質な複数業務へ派生できたこと、適
用・非適用で出力及び推奨判断が変化し、利用者が適用版を自社実務に近いと評価したことは、RQ2・RQ3を検討する
直接的な実務資料となる。

5．考察
二事例は、同一方法論を二組織で完全再現したものではない。事例 B が主として「下位の判断痕跡から上位判断基盤を
形成する経路」、事例 A が「形成した上位判断基盤から複数業務へ派生する経路」を示した。したがって、本研究が支
持するのは、判断カセット方式の統計的有効性ではなく、方法を構成する二つの主要経路が実務介入の中で成立し得る
という探索的な証拠である。

先行研究との関係では、CTA/CDM、CommonKADS、DMN、ThinkFlow、ClearFairy等に重要な近接要素が存在す
る。そのため、「暗黙知を抽出する」「判断基準を構造化する」「会話や修正から思考を取り出す」こと単独を独自性
とはしない。本研究の独自性候補は、実務中の判断痕跡を出発点とし、AI を仮説生成・言語化支援に用い、本人照合を
経て上位判断基盤化し、そこから複数業務仕様を派生させ、汎用生成 AI で再利用するという統合構造にある。

実務上は、業務ごとに独立したプロンプトを増やす方式に対し、上位判断基盤を一度整備して複数業務へ展開すること
で、組織内判断の一貫性、担当者交代時の判断喪失の抑制、新規業務への判断基準転用、外部開発者への要件伝達等に
寄与する可能性がある。ただし、これらは二事例から得られた実務的示唆であり、コスト削減率又は品質向上率を一般
化するものではない。

5.1　 研究上の限界
・二組織の少数事例であり、統計的一般化を目的としない。

・回顧的分析であり、当初から研究用の評価尺度・比較条件を設計していない。

・研究者が FANDDF の方法設計者かつ講師であり、介入と分析の双方に関与している。
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・判断カセット適用・非適用比較は、モデル、入力、評価者等が完全統制されていない。

・利用者評価は主観評価を含み、第三者による盲検評価ではない。

・公開研究調査は 2026 年 9 月時点の公開資料に基づき、未公開ノウハウの不存在を証明しない。

6．結論
専門士業組織 B では、実務上の違和感、否定、修正、採否等を対話履歴として保存し、経緯書化及び本人確認を経て、
個別業務より上位の判断軸・評価軸を形成する操作が確認された。観光・飲食関連企業 A では、形成された経営判断基
準書を上位判断基盤として、調理標準化及び SNS選定という異質な複数業務へ適用し、非適用時とは異なる生成結果
と利用者評価が得られた。

以上から、FANDDF の実務適用型指導方針は、実務上の判断痕跡を外部化し、AI による言語化仮説と本人照合を用いて
上位判断基盤を形成し、その判断基盤を複数の個別業務仕様へ派生させるという目的に対して、実務上の成立可能性を
示唆する。本研究は、生成 AI が人間の判断を代替できると結論づけるものではない。むしろ、人間の判断を発見・外
部化し、組織で再利用可能な形へ構造化し、最終判断を人間へ保持する、人間中心の生成 AI活用方法の一可能性を示
すものである。

Web 上で公開していない研究情報

研究正本 Version 1.1（46 頁）、原動画・実名入り文字起こし・AI 対話ログ、企業固有の判断基準、詳細コードブック、判断カ
セットの完全フォーマット、業務カセットへの詳細変換仕様、証拠連鎖管理表等は Web 非公開で保全している。公開版は、研究
の存在、方法論の基本構造、先行研究との関係、二事例の主要結果、限界及び結論を第三者が確認できる範囲に限定した。

非公開研究正本：Version 1.1／46 頁／2026 年 9 月 3 日　SHA-256（PDF）: 
9dc825fde28b0dfe2449198ea83f9ffe89d68ff011eca6bc83ae46cc374dab40
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